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　はじめに




　その大胆な予測の下，2001 年 1 月 20 日，第 43 代米国大統領に，G. W. ブッシュ















































ムズフェルド（Donald H. Rumsfeld）国防長官，ウォルフォウィッツ（Paul D. 





















カ新世紀プロジェクト（Project for the New American Century: PNAC）」と「安



















　ブッシュ政権発足直前の 2000 年 10 月，共和党系のアーミテージ，ケリー
（James A. Kelly），パターソン（Torkel L. Patterson）、ウォルフォウィッツら，












































　ブッシュ政権が当面した最大の問題は，何と言っても 9. 11 である。ニュー
ヨークの世界貿易センタービルとワシントン DC 郊外の国防総省に複数の航空
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9. 11 発 生 の 19 日 後，2001 年 9 月 30 日 の『4 年 毎 の 国 防 計 画 の 見 直 し









































　また，2002 年 9 月 17 日，ブッシュ大統領は，「米国国家安全保障戦略（The 
















合（Coalition of the Willing）」を結成し，2003 年 3 月 20 日，大量破壊兵器備蓄
疑惑から，米英軍によるイラク攻撃が開始された。ブッシュ大統領は，「テロ
との戦い」を宣言し，世界に対して，我々の味方につくかテロリストの側につ
くかを迫った。この「イラクの自由作戦」は，4 月 9 日にバクダットを陥落させ，




　2006 年 2 月 3 日，米国防総省は QDR2001 を見直し，QDR2006 を発表した。






　また，2006 年 3 月 16 日，ブッシュ大統領は，第 2 次ブッシュ・ドクトリン
と言われる「米国家安全保障戦略（The National Security Strategy of the United 
States of America: NSS2006）」を発表し（23），有志連合の重要性を訴えるとともに，
中国に対するヘッジ政策をとることを明示した。
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　さらに，2007 年 10 月 17 日，ゲーツ国防長官に代わって初めての戦略文
書として，米国で初めて海軍作戦部長，海兵隊司令官，コースト・ガード司
令官の 3 名が連名で署名した『21 世紀シー・パワーのための協調的戦略（A 
Cooperative Strategy for 21st Century Seapower）』が出され，テロ，海賊，大量
破壊兵器等の拡散，環境汚染，大規模災害等の幅広い非伝統的安全保障領域の
課題にも的確に対処することが求められた（24）。
　2008 年 7 月には，QDR2006 と NSS2006 を反映した「米国家防衛戦略（The 





























　これらを象徴するかのように，2007 年 2 月 16 日，アーミテージは「日
米同盟：2020 年に至るまでのアジアを正しく導く（The U. S.-Japan Alliance: 
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